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1. ご回答企業の状況-1



2. ご回答企業の状況-2



3. 住宅積立金



4. 各種補充保険等



5. 子女医療費

【その他内訳】

・商業保険による補填
・一人っ子保険
・FESCOからの派遣なのでその規定による
・社員本人は全額/子供は半額（指定範囲内で）

・医療保険の部分は全額支給



6. 有給休暇-1

【その他内訳】

*働き始めてからの通算の勤務年数を基準に国家規定に
基づいて内訳支給

*国家規定に基づく
*累積勤続年数に基づく（国家規定よりも多い）
*勤続年数により2-20日
*一般社員5日/年・高級管理職15日/年



7. 有給休暇-2

【その他内訳】

*34日
*22日
*27日



8. 商業保険

【その他内訳】

*労災、医療他の上乗せ保険に加入
*海外出張時の旅行障害保険
*意外保険
*重大疾病保険
*雇用主責任保険
*団体生命保険
*家庭財産保険



9. 定期健康診断



10. 社員旅行



11. 海外研修



12. 祝日・記念日のお祝い金

【その他内訳】

*本人誕生日
*国慶節
*夏休み
*忘年会



13. 社内クラブ活動



14. 慶弔金



15. 部門活動費用



16. フレックスタイム



17. 通勤手当



18. 通勤バス



19. 食事手当



20. 住宅手当



21. 勤続報奨金

【その他内訳】

*４年
*勤続３・５・１０年全てあり
*翌年から
*退職金



22. 通信手当【管理職】

【その他内訳】

*実際の業務で発生した金額を支給
*営業部門の管理職のみ全額支給
*上海の場合は上限有り支給
*長距離の場合は全額支給



23. 通信手当【非管理職外勤】

【その他内訳】
*個人負担部分以外の費用は会社負担
*実際の業務で発生した金額を支給
*部門と業務内容により支給基準が異なる
*業務関連部分は全額支給
*一部は全額支給、一部は固定額を支給



24. 通信手当【非管理職内勤】

【その他内訳】
*個人負担以外の費用は会社負担
*会社負担で移動通信の優遇コースに加入し、
一定時間の通信は無料



25. 出張手当【管理職】

【その他内訳】
*手当ては職級別に支給
*距離により50-200元/日



26. 出張手当【非管理職】

【その他内訳】
*距離により50-200元/日



27. 残業手当



28. 語学手当【管理職】

【その他内訳】
*当社の管理職は駐在員なので、その費用は本社にて負担
*100元/200元/400元
*日本語A，B，英語の区分で100元～3000元
*実費×67% 
*通算6ヶ月間実費
*会社が必要と認めた場合のみ、半年分の学費（約1万元を目安）

を会社が負担する
*200-600元（レベルにより区分



29. 語学手当【非管理職】

【その他内訳】
*会社が必要と認めた場合のみ、
半年分の学費（約1万元を目安）を会社が負担する
*資格証書のレベルによって賞金を支給
*200-600元（レベルにより区分）



30. 社員教育-1



31. 社員教育-2

【その他内訳】
*異文化理解、内部講師による業務研修
*製品知識の研修
*システム操作、与信管理等随時
*考課者研修
*業務関連研修（社内・社外）
*管理職研修
*業務知識研修
*各部門専門研修
*環境安全研修



32. 学習・資格取得支援制度-1

【その他内訳】
*業務に関する研修であれば、

上司の承認を得た上で会社に全額請求可能
*受験料 の50% 
*外国語以外の業務に関連する資格証書に対して支給
*予算の範囲の中で支給



33. 学習・資格取得支援制度-2

【その他内訳】
*最高2000元／年
*受験料請求書により
*受験費用による
*上限2000元
*上限無し
*予算範囲内であれば支給
*外国語関連業務以外の資格証書について支給


